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地区別・年齢別人口集計（令和６年３月３１日現在）

年齢 男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計

0 111 98 209 7 4 11 0 1 1 30 24 54 9 8 17 8 13 21 165 148 313 

1 140 127 267 1 5 6 1 2 3 30 27 57 7 12 19 25 14 39 204 187 391 

2 106 126 232 5 2 7 2 1 3 32 35 67 21 15 36 17 20 37 183 199 382 

3 149 113 262 7 4 11 1 1 2 22 30 52 15 18 33 21 11 32 215 177 392 

4 112 136 248 5 4 9 1 1 2 42 33 75 19 15 34 16 15 31 195 204 399 

5 146 136 282 3 2 5 6 0 6 35 39 74 19 17 36 21 18 39 230 212 442 

6 125 147 272 1 2 3 1 0 1 37 38 75 21 16 37 23 23 46 208 226 434 

7 153 141 294 3 1 4 0 5 5 36 33 69 29 21 50 29 25 54 250 226 476 

8 138 144 282 0 1 1 0 1 1 46 40 86 23 27 50 25 26 51 232 239 471 

9 167 137 304 3 2 5 1 1 2 34 50 84 27 25 52 36 32 68 268 247 515 

10 147 161 308 9 2 11 0 5 5 39 39 78 22 30 52 25 28 53 242 265 507 

11 136 148 284 3 9 12 1 4 5 44 50 94 34 26 60 30 33 63 248 270 518 

12 184 170 354 7 3 10 1 5 6 44 50 94 24 26 50 34 46 80 294 300 594 

13 158 153 311 4 4 8 5 2 7 61 49 110 32 36 68 35 41 76 295 285 580 

14 165 153 318 4 6 10 0 3 3 57 40 97 25 28 53 32 38 70 283 268 551 

15 174 175 349 5 9 14 4 7 11 47 45 92 32 28 60 39 33 72 301 297 598 

渋川地区 伊香保地区 小野上地区 子持地区 赤城地区 北橘地区 合計
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学校部活動及び新たな地域クラブ活動の在り方等に関する
総合的なガイドライン【概要】

望 e令琴日4年 12月

(主な内容)
・教師の部活動への関与について、法令等に基づき業務改善や勤務管理

・部活動指導員や外部指導者を確保
。心身の健康管理 。事故防止の徹底、体罰・八ラスメントの根絶の徹底
・週当たり2日以上の休養日の設定 (平日 1日、週末 1日 )
。部活動に強制的に加入させることがないようにする
。地方公共団体等は、スポーツ・文化芸術団体との連携や保護者等の協力

の下、学校と地域が協働 。融合した形での環境整備を進める

学校部活動の維持が困難となる前に、学校と地域との連携・協働により

生徒の活動の場として整備すべき新たな地域クラブ活動の在り方を示す。

スボーツ庁
た デヒオ
コ`
1鷺鷺と常虫撃
よ

……………………………………………………………………………………"霊隷 耗れ 櫛ヽ函曲潮離 曲輔 士O少子化が進む中、将来にわたり生徒がスポーツ 。文化芸術活動に継続して親しむことができる機陰
む必要。その際、生徒の自主的で多様な学びの場であつた部活動の教育的意義を継承 。発展させ、新しい価値が創出されるようにすることが重要。 i
O令和4年夏に取りまとめられた部活動の地域移行に関する検討会議の提言を踏まえ、平成30年に策定した「運動部活動の盛り方に関する総合的な :

ガイドライン」及び「文化部活動の在り方に関する総合的なガイドライン」を統合した上で金面的に改定。これにより、学校部活動の適正な運営や :

効率的・効果的な活動の在り方とともに、新たな地域クラプ活動を整備するために必要な対応について、国の考え方を提示。           i
O部活動の地域移行に当たつては、「地域の子供たちは、学校を含めた地域で育てる。」という意識の下、生徒の望ましい成長を保障できるよう、 :
地域の持続可能で多様な環境を一体的に整偏。地域の実情に応し生徒のスポーツ 。文化芸術活動の最適化を図り、体験格差を解消することが重要。 :
※Iは中学生を主な対象とし、高校生も原則適用。工～Ⅳは公立中学校の生徒を主な対象とし、高校や私学は実情に応して取り組むことが望ましい。

教育課程外の活動である学校部活動について、実施する場合の適正な運

営等の在り方を、従来のガイドラインの内容を踏まえつつ示す。 新たなスポーツ 。文化芸術環境の整備に当たり、多くの関係者が連携・

協働して段階的・計画的に取り組むため、その進め方等について示す。

(主な内容 )
。まずは休日における地域の環境の整備を着実に推進
・平日の環境整備はできるところから取り組み、休日の取組の進捗状況等

を検証し、更なる改革を推進
。①市区町村が運営団体となる体制や、②地域の多様な運営団体が取り組む

体制など、殴階的な体制の整備を進める

※地域クラブ活動が困難な場合、合同部活動の導入や、部活動指導員等

により機会を確保
・令和 5年度から令和 7年度までの 3年間を改革推進期間として地域連携・

地域移行に取り組みつつ、地域の実情に応して可能な限り早期の実現を

目指す
。都道府県及び市区町村は、方針・取組内容・スケジュール等を周知

i北量賓累王5フ鍵屈黒憂楚≧覇磐霜攀寝篭聾覇薯、関係回は学校等の
関係者を集めた協議会などの然制の整備
。指導者資格等による質の高い指導者の確保と、都道府県等による人材パ

ンクの整備、意欲ある教師等の円滑な兼職兼業

・競技志向の活動だけでなく、複数の運動種目・文化芸術分野など、生徒

の志向等に適したプログラムの確保
・休日のみ活動をする場合も、原則として 1日の休養日を設定
・公共施設を地域クラフ括動で使用する際の負担軽減

。円滑な利用促進
。国窮家庭への支援

学校部活動の参加者だけでなく、地域クラブ活動の参加者の三―ズ等に

応した大会等の運営の在り方を示す。

(主な内容)
・大会参加資格を、地域クラプ活動の会員等も参加できるよう見直し

※日本中体運は令和 5年度から大会への参加を承認、その着実な実施
。できるだけ教師が引率しない体制の整備、運営に係る適正な人員確保

・全国大会の在り方の見直し (開催回数の精選、複数の活動を経験したい

生徒等のニーズに対応した機会を設ける等)

I 学校部活動 Ⅲ 学校部活動の地域連携や
地域クラブ活動への移行に向けた環境整備

Ⅱ 新たな地域クラブ
｀
活動

Ⅳ 大会等の在り方の見直し
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lH改革の理念及び基本的な考え方等

(1)改革の理念

●

●

●
~ヽ~

…ヽ…

※下記の内容は、公立中学校等の生絃 主な対象としたもの

るのが改革の主目的。

」、「 の策定が努力義務と

や に する )

※改革を実現するための手法を考える際には、学校にお嫉る働き方改革の推進を図ることや良質艤 導等を実王見することについても考慮。

つ ことを含めた、スポーッ。文化芸術の役割や意義も尊重する必要。⊂

●スポーツ基本法、文化芸術基本法
されていることも踏まえ、各地域にお

で、地方公共団体による「
いて 住

(2)地域クラブ活動の在り方

●地域クラブ活動におしては、学校郡温軸幽 つてきた教育飽意義を継承。発展させつつ、新た期面で直を倉U嵐することが重要。

<新たなイ面イ直の例>

議籠塾二蒸褻響朝轄券靴需議誕糞融穀灘爆墾離船ξ溌
L

o地域クラブ活動 。地域の実情等(こあつた望ましい在り方を見出していくことが重要。

●民間のクラフチーム等との区別や質の担保等の観点から、地域クラブ渇動の定義
。要作や認定主体、認定方法等を国として示す必要。

(3)地域全体で連携して行う取組の名称 (「地域移行」の名称変更等)

o上記の理念や地域クラブ活動の在り方等をより的確に表すため、「地域膳行」という名称は、「地域展開」に変更。

【コンセプト】①学校内で運営されてきた活動を広徹助に開き、地動塗第で支えていく。 十 ②新層劇面イ直え鈴」出し、より豊かで幅広し垢動を可能とする。
※学校部活動か引佛捗ラフ活動に転換し防 であつても、地域クラフ活動の実施に当たつて、学校施設の汚用等、投 6国院は図る必要c

(4)改革を進めるに当たつての基本的な考え方

0上記σ刈睛灘詑幅広い関イ系者で共有しなが蝉 開等(調又り網はこと。 ●
o活動の場ど曽やヴ けでなく、活動内容り質的向上も図ること。 ●対面とデジタ)レを最適に組み合わせるな勝欣ぬ手段も最大限活用する[■。

l

0受益者負担と公的負担とのパランス等の費用負担の在り方を検討し、国。都道府県・市区町村が支え合いながら適切な支援を行うこと。 13

10950
テキストボックス




2B改革推進期間の成果と課題

●令和 5年度から「改革推進期間」がスタートし、国の実証事業等を通じて、地方公共団体による取組が着実に進捗。既に休日の地域展開を
進めている地方公共団体等も存在しており、今後も更に改革が進芋′ノ十していく見込み。

●地方公共団体の創意工夫により、地域の実情に応じた運営形態のモカレや指導者確保等の課題の解決に向けた方策等も見出されている。

0他方、改革途上にある地方公共団体等も多い。これまでの改革の歩みを止めず、よリー層の改革を進めていくことが必要。そのためにも、国に
ヽ

3.今後の改革の方向性
の

にあつた望ましい在り方を見出し、改革の方針を決定することが重要

※体日の地域展開とともに、平日の地域展開もあわせて、できるとこ

● 、多様な選択肢の中から地域の実情等

(生徒・保護者等への丁寧な説明も必要)。
ろから耳又り組むことなどもあリイ尋る。

。地方公共団体において、地域の実情等に応じて安定的・継続的に取組が進められるよう、

等の費用負蝉 等を検討する必要。
。公的負担については国。理連庖爆正延型塑萱堅笠蛭圭⊇ことん涯要。

・企業版ふるさ掛内税やガパメントクラウドフアンデイングをはじめとした寄,I寸等の活用等、新たな財源の確保も有効に組み合わせて

いくことが重要。

・家庭の経済格差が生徒の困験格差につな力烙ことのないよう、

受益者負担と公的負担とのプぐランス

「改革実行期固」(前期 :令和8～ 10年度 ⇒ 中間評価 ⇒ 後期 :令和11～ 13年度)

※現時点で着手していない地方公共団体におしても、前期の間に体国        。

※平日の改革につしては、前期(こおいて活動の在り方や課題への対応策等の検証を行つた上で、中間評価の段階で改めて取組

方針を定め、更なる改革を推進。

・体日につしては、次期改革期間内に、原則、全ての学校部活動において
'也

域展開の実王見を目指す。

※地域の実1青等を踏まえつつ、できる限り前倒しでの実現を目指すことが望ましい。

※中山間地域や離島な琳 殊な事情により地域展開に困難が伴う場合等には、国としても、きめ細かなサポートを通じて地域

展開を後押し。それでも地域展開が困難な場合には、当面、部活動指導員の配置等を適切に実施。

・三平日については、

費用負担
の在り方等

次期
改革期間

改革の
進め方

※改革を円滑(藻劃%ため(]よ、ll朽方 公共陛 ともに、

―体となつで朝傲褻劃%必要。

ヽ
~

中誼 い関将確効漣聖考。協回jしな力ち
2
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